
協議事項（２） 蒲郡市地域公共交通会議設置要綱の一部改正につい

て 
 

令和 5年 10月 1日の道路運送法の改正により、住民の生活に必要なバス及び

タクシー等の旅客輸送に係る運賃及び料金に関する事項を協議する場合は、地

域公共交通活性化協議会ではなく、同法 9 条第 4 項で規定する運賃料金部会で

協議することとなりました。 

また、令和 7年 6月 30日に国土交通省より運賃料金部会の開催に関して、関

係者の負担軽減と生産性向上を図る観点から、その開催を要しない場合の目安

となる考え方が示されました（【参考】）。運賃料金部会の開催を要しない軽微な

事案を決定する条項を蒲郡市地域公共交通会議設置要綱に規定することで、『協

議事項⑴の西浦地区支線バスの経路の変更』の事案のように均一運賃路線内の

経路の一部変更等は軽微な事案として認められ、運賃料金部会の開催の効率化

を図ることが可能となります。 

つきましては、この内容で要綱改正を進めてよいか、地域住民の代表者、交通

事業者及び有識者の皆様に資料２－２の改正案をご確認いただき、協議・承認を

いただきたい。 

 

運賃料金部会の開催を要しない軽微な事案（案）について 

◎蒲郡市地域公共交通会議設置要綱（改正後） 第１１条第３項 

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、軽微な事案として取り扱うことと

し、協議を要しないものとする。 

⑴ 均一運賃を適用する路線（系統）において、系統変更を伴う停留所の新設や変

更、路線の付替えや一部延伸があった場合（競合する路線がある場合、路線延

長により当該路線が初めて他の市町村に乗り入れする場合を除く。）でも、運賃

額に変更がない場合 

 

⑵ 毎年のイベント行事等に係る営業割引を実施する場合 

 

⑶ 工事等により一時的な迂回が生じる場合の路線等を変更する場合 

 

⑷ 新たな決済手段を追加する場合 

 

 

 

 

資料２ 
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【参考】国土交通省 通達 

 

 

◎ 別紙書面決議書に可否をご記入の上、事務局に提出又は Logo フォームにて回答してください。 

（回答期限：令和 8年 9月 25日（金）） 

なお、期限までにご回答のない場合は、合意（可）いただいたものとして事務処理します。 
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